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──　ホテル事業の現状の構造をど

う観る？

平尾 ホテル事業の構造はその歴史

を紐解くと理解できるのですが、ヨ

ーロッパの富裕層が産業革命などを

経てさらに裕福になっていく中で、

ホテルが作られました。そのような

富裕層向けのホテルを観光学上「グ

ランドホテル」と言っています。そ

してその流れが米国に伝わったので

すが、米国ではホテルに経営学的な

視点を持ち込み、ホテルが産業とし

て成立したのです。つまりホテルを

ビジネスとして、どうすればさらに

利益が上がるのかを色々研究するこ

とで、今日の米国のホテル経営学が

出来上がりました。

一方、日本のホテルはヨーロッパ

のグランドホテルが起源です。帝国

ホテルや富士屋ホテルなどのように、

当時の規模は100室程度で非常に高

価で、富裕層しか使えないものでし

た。そして、戦争を経て東京オリン

ピックや大阪万博を境に各地に数多

くのホテルができましたが、そのコ

ンセプトはグランドホテルのイメー

ジが非常に強く、経営母体も鉄道会

社や航空会社、保険会社などの他産

業が、遊休土地の利用目的で参入す

ることが主で、以来今日までホテル
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をビジネスとして考えず、単にホテ

ルをつくり旧態依然の経営を続けて

きたわけです。

それが90年代のバブル崩壊による

業界構造の変化により、減収に歯止

めがかからなくなり、窮境に喘ぐこ

とになりました。そこへ外資、特に

米国のホテルが乗り込んできたわけ

です。米国系のホテルは日本におい

ても“経営”を実践し成功を収めて

いきましたが、日本のホテルは残念

ながら、経営の根本をよく考えない

ままホテルがつくられましたから、

無駄も多く利益が上がらない。外資

系ホテルとの差は歴然と拡がってい

ったのです。最たる例は収入構造の

違いです。当時の日本のホテルの収

入の約７割は宴会などの飲食部門か

ら、約２割を宿泊部門からあげてい

ました。つまり宿泊部門を蔑ろにし

てきたわけです。時代の経過ととも

に宴会ニーズが減退すれば経営が成

り立たなくなるのは明らかです。逆

に、外資系のホテルは宿泊部門に注

力しています。設備も非常に見栄え

のするものを取り入れ、同一価格な

らば外資系のホテルに泊まりたいと

いう顧客心理を産み出しました。結

果として日本のホテルの売上は落ち

る一方でした。

このような状況が続く中、日本の

ホテルでもここ10年で巻き返しが始

まりましたが、歴史的に見れば日本

のホテルは昔のグランドホテル時代

そのままに、ホテル経営という視点

が欠如していたのです。

澤田 確かにバブル崩壊以前は、特

別な経営戦略がなくても業績が伸び

る環境が整っていた

ため、不動産会社や

鉄道会社、航空会社

の子会社がホテルを

つくり、親会社から

役職員が送られ、必

ずしも最適なオペレ

ーションがなくても

順調に推移していま

したし、銀行融資の

視点からみると、

“不動産価値は右肩

上がり”という前提

がありましたから、

今後の収益の見通し

ではなく、不動産価

値の上昇のみに注目

していたのです。し

たがって、当該不動

産を担保にとれば融

資実行になんら問題

がないというスタン

スが非常に強かった

ように思います。

逆に外資系ホテルにとっては、不

動産価格が高すぎで採算が合わない

のが明白でしたから本格参入は見送

られていました。その後のバブル崩

壊以降、不動産価格が下がり続け、

外資系ホテルにとって投資採算が見

えるようになり、一方で日本のホテ

ルにとって減損会計をはじめとする

新しい波が押し寄せる中で、ホテル

不動産を所有すること自体がマイナ

スに働くケースが出てきました。ま

た、銀行もバブル崩壊で“不動産は

値下がりする”ということを身を以

って体験し、ホテルへの融資に対し

て極めて慎重になり、90年代に入る

と平尾さんがおっしゃったように、

外資系のホテルがオペレーションを

担ったり、リースという形で参入す

る下地が醸成されました。逆に、日

本のホテルは新規展開がしばらく止

まり、一方で、ホテルの不動産を売

却し、売却資金をコア事業の運営資

金に充てる等、オペレーションは継

続してブランドを残すという米国型

の経営手法に移行するホテル会社も

現れました。

このような新しい流れが数年前か

ら出てきていますが、サブプライム

問題に伴う景況感の悪化なども表面

化していますから、今後、ホテルマ

ーケットの状況はまた新たな展開を

迎えるのではないでしょうか。

平尾 ホテルの経営形態は所有直

営、リース、マネジメント・コント

ラクト（ＭＣ）、フランチャイズと四

つに大別できますが、外資系ホテル

が日本に参入した当時、ヒルトン、

シェラトン、インターコンチネンタ

ル、ウェスティン、フォーシーズン
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ズ、パークハイアットの６社全てが

ＭＣでした。一方、日本のホテルは

伝統的に所有直営で、所有・経営・

運営を全て行っています。所有直営

は好業績下では問題ありませんが、

悪化した際には誰が悪いのか責任の

所在がわかりづらい。その点、外資

系は所有者、経営会社、運営会社が

分化していますから、ホテルの業績

が悪くなれば運営会社に問題がある

となるわけです。このような経営形

態が本来あるべき姿だと言えますが、

日本の場合はそれがない。つまり、

ほとんどのホテルの総支配人を経営

会社の社長か役員が兼任する組織に

なっており、運営と経営会社が重な

る非常にわかりづらい構図になって

いますから、どちらの責任かを問え

ないのです。

澤田 一般的に日本のホテルにおい

ては、所有も経営も運営も全て一体

となっているケースが多く、その点

において相互牽制が働いておらず、

健全な緊張関係が確立されていない

ケースも多いのではと考えています。

例えばひとたびホテルの業績が悪く

なれば、通常は親会社であるホテル

オーナーが賃料を下げて、表面的に

は利益を計上するなどの例も見られ

ます。そこには子会社としての自立

的なホテル経営は見られず、もちろ

ん経営責任を取るというような方向

には決して

向かなかっ

たと思いま

す。これで

はホテル経

営に対する

責任や緊張

感がなく、

また逆に独

自にリスク

を取って新

たな施策を打ちだすようなこともで

きませんので、ホテルビジネスとし

ての成長は期待できませんし、また

ホテルの経営を担うプロ人材も育た

ちにくかったのではないでしょうか。

平尾 特に人材の問題について、ホ

テルには親会社であるオーナー会社

から経営陣が送り込まれるケースが

大半です。従業員にホテルの専門家

を雇ったとしても経営者はホテル経

営の門外漢ですから、互いの意見が

噛み合わないのです。

私はホテルの経営者とお話しする

機会が多いのですが、かつて、オー

ナーである親会社から来た人の多く

は「私は世界中のホテルを見てきた

から、ホテルのことはよく理解して

います」としばしば耳にしました。

それは間違っています。世界のホテ

ルを見ただけでホテル経営ができる

はずもありません。これは日本のホ

テルにとって非常に不幸な時代でし

た。業績低迷は一生懸命働いている

従業員には罪はなく、経営の方向性

を意思決定する経営者が誤った認識

をしていたのです。現在ではこのよ

うな考え方の経営者は減りつつあり

ますが、それは都市圏の先進的なホ

テルの話で、地方都市のホテルにつ

いて認識不足は否めません。今後、

地方のホテルをどう再生するかとい

うことは非常に難しいと思います。

まずは、所有と経営と運営の分離と

いう、ホテルの望ましい経営構造を

理解する必要があるでしょう。

澤田 そのような意味では我が国の

所有直営方式は、役割が分化した外

資系ホテルと比較すると抱えるリス

クが複雑化しているかもしれません

ね。結果として、抱えるリスクをう

まくマネージできずに収益を圧迫し

ているケースが多いように思います。

一般的に外資系の運営会社はオペレ

ーションだけを行い、その対価とし

て比較的安定したフィーを取る、一

方で不動産価値の変動リスクを取る

ことはなく、その部分は不動産リス

クに対する許容度の高い投資家がリ

スクを取るのです。不動産は価値が

上がった場合には、結果的に良いケ

ースもあるのですが、当然のことと

■ 図表１　ホテルの経営ストラクチャー

■ 図表２　ホテルの営業形態



して下がるリスクもあるわけであり、

不動産のリスクを取ることの是非を

日本のホテルも判断し始めたという

のが現状かと思います。

──　マーケットの再編やホテル自

身の組織再編が注目されるが、現状

をどう捉えるか？

澤田 航空会社系のホテルなどにつ

いては、資産を売却してマネジメン

ト・コントラクト、すなわち運営に

特化する動きが出ています。一方で、

鉄道会社系のホテルについては、本

体の親会社に体力があり、不動産を

ビジネスとしているケースも多く、

無理に資産を売却する形は採られて

いません。従前のホテルに限らず再

生または事業の再構築の流れという

のは、親会社を含めて業況が悪くな

り、資産の売却やリストラをステー

クホルダーに迫られるといった外的

な圧力で進むケースが一般的に見ら

れます。しかしそのような状況にな

い場合には、子会社の運営にあたっ

ても、利益はそれほど上がらないが

“赤字でなければよし”とするような

考えも見られ、本来の資本効率を追

求する経営形態が未整備である場合

も引き続き存在すると考えられます。

そして今後の流れとして、再編に

向けた何らかの圧力によって、日本

が欧米と同様に良い方向に変わって

いけるかどうかがポイントになると

考えられます。一つは株主による圧

力です。例えば阪神電鉄のように上

場企業が敵対的買収を仕掛けられる

ケースが挙げられます。つまり、優

良な不動産を所有しているにもかか

わらず有効活用されていないと見ら

れた場合にＭ＆Ａを仕掛けられるケ

ースです。もう一つは銀行などから

の圧力です。例えば某チェーンホテ

ルのように拡大路線を採り、資金ニ

ーズが多分にあるにもかかわらず、

貸し手の銀行から見た場合には財務

の透明性がなく、デフォルトに対す

る不安が拭えないようなケースでは、

透明性を担保するために再編への圧

力がかかるでしょう。特に今般のサ

ブプライムローン問題以降、融資が

かなりタイトになっていますから、

一層の圧力がかかると思われます。

平尾 業界再編や組織再編というの

は、業界の新陳代謝ですからもちろ

ん重要ですが、日本のホテル業界が

まず行わなければならないのは、ホ

テルの会計基準の統一ではないでし

ょうか。これを「ユニフォームシス

テム」といいますが、欧米のホテル

では、仕訳一つからホテル共通の決

め事があります。したがって、各ホ

テルの様々な経営指標を比較するこ

とが可能です。ところが日本ではこ

のユニフォームシステムがほとんど

使われておらず、各ホテルが独自の

会計を行っているため、各ホテルを

財務的に比較できないのが現状です。

客室や宴会、レストランなどの利益

率及びコストなど全てが比較できる

ユニフォームシステムは米国のホテ

ル経営学の根本と言えますが、何故

日本でこれが普及しないのか？　そ

れは、ホテルを所有する親会社の意

向が非常に強く表れているからです。

つまり、親会社の意向が反映された

手法で処理されるのです。したがっ

て日本のホテルはお互いに普遍性が

ありません。ユニフォームシステム

を導入しているホテルは10もないで

しょう。なお、外資系のホテルは全

て導入しています。

先程澤田さんは“銀行からの圧力”

とおっしゃいましたが、各ホテルが

ユニフォームシステムの導入・徹底

を図るべく銀行サイドから働きかけ

る必要もあると思います。各ホテル

を財務的に比較検討できる態勢整備

は、必ずや銀行の与信判断の効率

化・的確化及び経営支援の強化に寄

与すると思います。

加えて経営情報の公開も必要で

す。残念なことに日本のホテルの多

くは情報を表に出すことはありませ

ん。総支配人ですら情報を認識して

いないこともあるようです。本来で

あれば情報公開して、業界全体が透

明性を確保していかなければならな

いでしょう。逆に外資系ホテルは、

例えばレストランのマネージャーで

もＧＯＰ（総収入から営業費用を控

除した利益率）の値などは、内外合

わせて認識しているものです。他と

の比較ができるからこそ、原因と対

応策が見えてくるのです。

澤田 平尾さんのおっしゃるように、

比較可能で客観的な経営指標とホテ

ル自身の経営内容の透明性確保は必

要です。我々デロイトグループでは、

主としてデロイトのUKを中心とし

て、客観的指標を作成する仕組みと、

他社との比較データを提供するサー

ビス（ホテルベンチマークサービス）

を米国のスミストラベルとのジョイ

ントベンチャーを通じて全世界で展

開しており、日本のホテルにも導入

をお勧めしています。当該ホテルベ

ンチマークサービスは守秘義務を伴

うものであり、個別のデータが開示

されることはありませんが、残念な

がら日本では外部に情報を提供する

ことに対する抵抗感が根強く、全て

のホテルグループからすぐに参加の

ご了解を頂けるわけではありません。

外資系ホテルなどではその場でご担

当者が参加を即断されるようなケー

スも多いですが、一般的に日本にお

いては、承認までの階層が多く、ど
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こかの段階で、横並び意識からか、

他社が入ったら入りますというご意

見が多い気がします。

平尾 日本は「みんなで渡れば…」

ですからね（笑）。私はむしろ全国銀

行協会や日本公認会計士協会などの

団体が協働して、５年かけて全て変

更するようなアクションを起こさな

ければ徹底できないのではないかと

考えています。これが実現すれば、

銀行は担保不動産を見るのではなく、

事業キャッシュフローを見て融資す

ることができ、現在社会的に求めら

れているファイナンスの形が実現で

きるのではないでしょうか。

澤田 融資や投資をする際に、客観

的に透明性の高い財務データがある

か、あるいは外部のベンチマークデ

ータがあるか、というのは結果とし

てホテルの価値を上げるものと言え

ます。そのようなデータがなければ、

銀行も何を基準

に融資すべきか

分からず、結局

不動産の価値で

判断を下す、ま

たはリスクを慎

重に見るという

発想になってし

まいます。やは

りホテル側も自

身をアピールす

る上でも統一的

な会計基準の

下、他社と比較

可能なベンチマ

ークや過去のト

ラックレコード

など、企業価値

を説明できるも

のが必要ではな

いかと思います。

透明性を高め、

それによって投資や融資を呼び込み

ホテル業界を活性化させるような取

り組みが必要ではないでしょうか。

──　資金の出し手である銀行のス

タンスはどうか？

澤田 融資に際しての価値評価は、

事業計画や経営手法をみた上で、エ

グジットでホテル不動産を売却する

際にいくらで売れるか等を換算し、

現在価値に割り戻した形で評価する

ことが定石です。欧米では投資をす

ればホテルは良くなることを前提に

融資していますが、日本の銀行では

事業計画やオペレーターを評価する

ということは、未だスタンダードと

は言えないかと思います。依然とし

てホテルへの融資を不動産融資とし

て見ている考え方が支配的となって

いるのではないでしょうか。

平尾 確かに、日本の銀行は依然と

して不動産担保に偏っています。場

合によっては親会社の不動産を担保

提供してほしいなどと要求すること

もあれば、数年後にホテルを売却す

るからその売却額を保証してほしい

という要求もあったりします。それ

はもはや本来の融資とは言えないの

ではないでしょうか。やはり融資は

事業を見なければ成り立たない。特

にホテル事業は２～３年は総じて赤

字です。むしろ黒字などはあり得な

い。うまく業績が推移して４～５年

あるいは７～８年で黒字化できれば

すばらしい結果と言えるのです。し

たがって短期で売却して儲けような

どという考え方ではホテル経営はで

きません。事業やキャッシュフロー

を見るとともに長い視点を持ってい

ただきたいですね。

一つの例として、本対談の場であ

る「ウェスティンホテル東京」はモ

ルガン・スタンレーが３年ほど前に

サッポロビールから五百数十億円で

購入しました。そして去る本年１月

にシンガポールの政府系ファンドで

あるＧＩＣに七百数十億円で売却し

たそうです。この約200億円の売却益

はまさにホテルが生み出すキャッシ

ュフローが評価された結果です。Ｇ

ＩＣはさらなる価値向上を見込んで

いるようですよ。

澤田 政府系ファンドはサブプライ

ムローン問題以降、一般的なファン

ドが資金調達に苦慮する中で、全額

自己資金で投資し、かつ比較的長期

な投資スタンスを持っています。し

たがって、現在のような環境が政府

系ファンドにとって非常に良いタイ

ミングになっているように思われま

す。これまでは案件に対して民間の

平尾 彰士（ひらお あきお）氏
62年立教大学経営学部卒業。65年米国ワシントン大学大学院卒業。
67年サンフランシスコ都ホテルにて副支配人就任。83年日本ウェス
ティン・ホテル㈱（現日本スターウッド・ホテル）を設立、取締役
に就任。85年ウェスティン ホテル & リゾートのアジア地区セール
スオフィス副社長、01年スターウッド ホテル & リゾート日本・韓
国・グアム地区統括社長を経て、06年日本スターウッド・ホテル㈱
会長。定年退職後08年より立教大学観光学部特任教授。



プライベート・エクイティ・ファン

ドとの熾烈な競争を経て投資額が高

くなる傾向にありましたが、現在、

多くのファンドが比較的慎重な判断

をしている中で政府系ファンドには

追い風が吹いていると言えるでしょ

うね。

平尾 投資スタンスがしっかりして

いる政府系ファンドが五百数十億と

いう高い値段をつけるということは、

ウェスティンホテル東京は水準が高

くかつ将来性もあると見ていいでし

ょう。それならば日本の優良企業が

買えないのかという思いも湧きます

が、日本企業は破綻した廉価なホテ

ルをよく買いますね（笑）。

ただ、私は決して日本のホテルに

希望がないとは思っていません。日

本のホテル運営会社はそれ相応の仕

事をしていると思います。運営につ

いてはサービスは良好、食事も美味

しい。したがって、経営会社がしっ

かり確立されれば組織全体が良くな

るのではないでしょうか。特に経営

会社・運営会社の相互牽制が働くよ

うな体制にする必要があるでしょう。

澤田 それには、経営会社にホテル

経営を熟知した人材が必要ですね。

平尾 これが我が国のホテルが抱え

る大きな問題で、経営会社にホテル

経営のわかる人材がいない。これで

は運営会社を使いこなせない。運営

会社が良からぬ運営で不利益をもた

らしたとしても、経営会社にはその

原因を見出し、善後策を講じること

はできないでしょう。経営会社には

それを是正し、利益を生み出すホテ

ルにさせる責務がありますから日本

のホテル産業はこれから人材育成を

本気で考えなければなりません。現

状、日本のホテルは新卒者を採用し、

長い年月をかけて全員横一線にホテ

ルの社風に合うよう育てられます。

一方、欧米では人材を５人採用した

うちの２人が優秀であれば、その２

人に様々な仕事を与えてスキルアッ

プを図り、若いうちにゼネラルマネ

ージャーになる資質を身につけさせ

ます。両者を比較すれば、日本のホ

テルは延々と人材育成の機会を喪失

してきたのです。この人材育成シス

テムに風穴を空け、経営を熟知した

人材を早急に育てる土壌を整えなけ

ればならないと考えています。

澤田 我々が再生コンサルティング

で企業に入ると、これはホテルだけ

に限りませんが、どのような業種で

も多少は旧来のしがらみが残ってお

り、それ故に優秀な人材が転職する

原因になることもあります。また、

ホテルでもホテ

ルマネジメント

のビジネススク

ールを卒業して

日本のホテルに

就職したものの、

若いうちは重要

な仕事を与えら

れない傾向があ

るため、より若

いうちからチャ

レンジの機会を

与えられる外資

系ホテルに移る

人材が後を絶ち

ません。結果、

人材を失ったホ

テルは競争力を

低下させてしま

っているのでは

ないでしょうか。

これまで日本

のホテルは、比較的日本国内にター

ゲットを絞り経営をしてきた結果、

日本独特のホテルビジネスを作って

きたのかもしれません。日本の周辺

諸国を概観すると、様々な海外のホ

テルチェーンで既に固められている

ことがわかります。日本だけを見る

と見えにくいのですが、中国等東ア

ジアを含めると外資系ホテルが非常

に勢い良く伸びていて、マッピング

すると日本の周辺は外資系ホテルで

囲まれています。また日本国内でも、

最近増加している外資のラグジュア

リーブランドだけではなく、ビジネ

スホテルクラスにも多くの参入があ

るでしょう。そしていつか気づくと

“オセロ”的に外資系ブランドばかり

という状況が生まれる可能性もあり

ます。そういう状況を見据えた上で、

個々のホテルチェーンとしてどのよ

うな中期戦略を描くのか、また大手
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の子会社としてのホテルチェーンに

関しても、グループ全体の価値を高

めるためにどのような役割を演じる

のか、また従業員に対してどのよう

なビジョンを描くのかが問われてく

ると思います。

──　ホテルビジネスの今後をどう

観る？

澤田 ホテルビジネスの今後として、

一つは先ほど申し上げた“圧力”が

キーワードになります。つまり、株

主や債権者の適正な外部圧力が必要

かもしれません。外圧によって、財

務の透明性を高めるために強制的に

ユニフォームシステムを導入し、ま

たベンチマーキングを利用すること

によって自身のホテルを適正に評価

できる仕組みを構築するなど、外圧

によって、自社を良い方向に変えて

いくようなことが必要かもしれませ

ん。また、それと同時に、やはりホ

テル事業についても、全体の事業ポ

ートフォリオへのインパクトが小さ

いから収支トントンで良しとするの

ではなく、保有資産におけるＣＲＥ

（Corporate Real Estate）的なア

プローチで、グループ資産の価値を

最大化するようなアクションが必須

です。適切な経営戦略に基づきベス

トなオペレーションを展開するホテ

ルと、これまでの経営を続けるホテ

ルとでは、５～10年すれば圧倒的に

差がつくのではないでしょうか。

平尾 長期的・マクロ的に見ると日

本が観光立国を目指す中で、現状、

比較的順調に目標は進捗していると

思われます。しかし、達成度は未だ

不十分です。本当は1,000万人などと

言わず2,000～3,000万人という観光客

数を掲げ、どう達成するかというロ

ードマップを作るべきだと思います。

それはそうとして、現況でいけば世

界からの日本への観光客は確実に増

えます。しかしながらホテルは圧倒

的に足りません。その中で利益のあ

がるホテルをつくろうとホテル経営

者も投資家も考えなければならない

でしょう。したがって、それを見通

せるようなホテル経営会社が必要で

す。そのためには、自らのブランド

がどのポジションにあるのか、フォ

ースターなのか、スリースターなの

か…、今後どこに自らが属していく

のかを研究した上でホテルをつくら

なければいけません。特にファイブ

スタークラスのホテルは飽和感もあ

ります。今後はフォースター、スリ

ースター、ツースターで自らがどこ

にカテゴライズされるのかをよく調

べて経営にあたれば大成功を収める

可能性を秘めています。特に地方都

市にはホテルがないと言っていい。

観光客を誘導するには一定のサービ

スレベルを維持したホテルの存在が

必須です。一方で、そういうマーケ

ットの状況を理解した投資家を我々

も探さなければなりませんね。

澤田 ホテルに対してはブランドに

対する期待があります。ファイブス

ターであればファイブスターのサー

ビスを期待します。一方、ビジネス

ホテルにはそれほど良いサービスを

期待するわけではないので、それな

りの値段でそれなりの期待にそぐえ

ばいいのです。したがってファイブ

スターのホテルばかりを作る必要は

ありません。海外から旅行者が数多

く来日する中で、やはりアジアから

の旅行客が非常に多く、必ずしも一

流ホテルではなく、ビジネスホテル

やその上のレベルのホテルに泊まる

人が結構多い。したがってそのカテ

ゴリーに今後一番のチャンスがある

ように思います。

平尾 例えば、格安で全国展開して

いるホテルが今流行っていますね。

カテゴリーで言えばワンスターでし

ょうか？そのようなホテルのニーズ

が高いことは理解できますが、日本

はカテゴリー分布が非常に極端な印

象を受けます。ファイブスターを目

指すホテルとワンスターを目指すホ

テルが多い割に中間に属するホテル

が圧倒的に少ない。そのような意味

では、日本のホテル産業が構造的な

過渡期に来ていると言えるのではな

いでしょうか。つまり、冒頭に申し

上げた、全てのホテルがファイブス

ター級の「グランドホテル」を狙い

続けてきたのは正しいことではない

のです。やはり自身の目指す正しい

ポジションを認識した上で、今後の

10～20年をどう展開していくかを考

えなければならないでしょう。

最後に一つ。これがホテル経営に

とって根底にあるべき最も重要な事

項ですが、自身の得意分野は自身が

実行し、苦手な分野は専門家に任せ

なければなりません。例えば、不動

産投資が得意であれば投資に専念し、

ホテルの運営は運営会社に任せると

いうことです。この態度が現状の日

本のホテル経営には欠如しています。

全てを自身が行うものだと認識して

いる経営者が実に多い。これからの

ホテルは所有者（投資家）、経営会

社、運営会社、この三者をきちんと

明確化させ、相互に牽制が働くよう

な組織体制にしなければならないと

思います。この機能分化が実現でき

れば、日本のホテルに投資しようと

考える投資家も数多く出てくると思

います。まずは経営構造に対する意

識改革が不可欠です。

（進行／本誌編集長　伏見直剛）
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